
2025年度 春 要望調査票
青年海外協力隊 / 海外協力隊 / 日系社会青年海外協力隊 / 日系社会海外協力隊

要請番号（JL02125A22）

 

国名 職種コード 職種 年齢制限 活動形態 区分 派遣期間 派遣隊次

カンボジア G183 幼児教育 20～45
歳のみ 個別 新規 2年 ・2025/3 ・2026/1 ・

2026/2

    

【配属機関概要】

1）受入省庁名（日本語）

教育青年スポーツ省

2）配属機関名（日本語）

シンスィサムト幼稚園

3）任地（ コンポンスプー州コンポンスプー ） JICA事務所の所在地（ プノンペン ）

任地からJICA事務所までの交通手段、所要時間（ ﾊﾞｽ で 約 1.5 時間 ）

4）配属機関の規模・事業内容

配属先は首都プノンペンからバスで1.5時間の小さな街、コンポンスプーにある中規模の公立幼稚園である。3歳から5歳
までの約250名計6クラス、午前中(7時～10時半)のみ授業を実施しており、午後は補講を実施している。教職員10名は
全員が女性である。園内、教室内は整備が行き届いており、教具、物品も丁寧に管理されている。また小学校が隣接し
ている。

【要請概要】
1）要請理由・背景

カンボジアでは首都に国内唯一の幼稚園教員養成校(Pre-School Teacher Training Center)があり幼稚園教員を育成して
いるが、現場の需要に対して教員の提供が追いついていない。そのため、幼児教育の専門技能や指導経験が不十分な小
学校教員が幼稚園教員として勤務することもあり、教員の質の確保が課題となっている。
配属先は経験と研修機会の限られた教員の能力向上を望み、園児が楽しみながら個々の能力を伸ばしていくことを期待
している。そのため、日本で幼児への教授法を専門的に学び実践経験のある隊員派遣を行ない、授業改善の提案や教員
の指導力向上が期待されて本要請に至った。

2）予定されている活動内容（以下を踏まえ、隊員の経験をもとに関係者と協議して計画を立て、柔軟に内容を変更しな
がら活動を進めます）

1. 同僚教員と共に、遊びを中心とした保育活動を行う。
2. 同僚教員に対し遊びを中心とした保育実践や、教材の紹介をすることで、指導の幅を広げる。
3. 同僚教員と共に園内の装飾や保育環境整備を行い、幼稚園全体の保育の質向上に貢献する。
4. 活動計画に余裕があれば、午後の時間を活用して隣設する小学校にて授業を実践する。

担当する学年及び保育内容については、隊員の経験、得意分野も踏まえて赴任後に決定する。

3）隊員が使用する機材の機種名・型式、設備等

ボール10個、その他一般的な幼児教育用の教具・教材
(現場の教具は頻繁に消耗・更新されるため、派遣時に再確認し、その時点で存在する教具から保育内容を考案する)

https://www.jica.go.jp/volunteer/
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL02125A22_1.jpg?t=1742370771
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL02125A22_2.jpg?t=1742370771
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL02125A22_3.jpg?t=1742370771
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL02125A22_4.jpg?t=1742370771
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL02125A22_5.jpg?t=1742370771


4）配属先同僚及び活動対象者

配属先同僚:女性教員10名(含:園長)
20代2名、30代2名、40代1名、50代5名

活動対象者: 3歳 2クラス約60名、4歳 2クラス約110名、5歳 2クラス約80名 計250名

5）活動使用言語

クメール語

6）生活使用言語

クメール語

7）選考指定言語

英語(レベル:D)

【資格条件等】
[免許]：（幼稚園教諭）
　　　　（保育士）

[性別]：（女性）　備考：女性主体の現場のため

[学歴]：（　　　　）　備考：

[経験]：（実務経験）3年以上　備考：経験に基づいた指
導が必要

[参考情報]：

　・保育士の場合は幼児クラス経験が望まれる

任地での乗物利用の必要性

不要

【地域概況】
[気候]：（熱帯モンスーン気候）　気温：（22～38℃位）

[通信]：（インターネット可　　電話可）

[電気]：（安定）

[水道]：（安定）

【特記事項】
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